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19.10.5 

第２次答申に向けた取組方針 

－がんばっている人が報われる社会に！－ 
 

 「規制の集中改革プログラム」の第２弾として今年末に予定する第２次答申に向けては、

現下の国民のニーズに早急に応えるという観点から、暮らしの安心・豊かさ・利便性の向

上に結びつく生活に身近な分野及び地域活性化に資するような分野に重点的に焦点を当て、

質が高く効率的な公的サービスの提供や、活発な挑戦・創意工夫を可能とするべく、硬直

的な規制・制度の改善を目指すこととする。 

 併せて、我が国経済の成長力を高めるためのオープンで自由度の高い事業環境の整備、

独立行政法人の業務の抜本的見直しなどにも取り組む。 

 このため以下の５本柱の下で取り上げる個別テーマ毎にタスクフォースを設け、具体的

な検討を進めることとする。 

 

Ⅰ．安心と豊かさの実現 

１．社会保障一体改革 

①医療 

②福祉、保育、介護 

２．教育・研究 

３．住宅・土地 

４．生活・環境 

 

Ⅱ．地方の活力・地域生活の向上 

１．農林水産業の再生 

２．無用・過剰規制の排除による地域振興 

 

Ⅲ．国際競争力強化による成長加速 

１．貿易・運輸改革 

―アジアゲートウェイ構想の更なる推進等 

①貿易関連諸制度の抜本改革 

②航空・海運等運輸部門 

２．金融改革 
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Ⅳ．機会均等の実現 

１．労働 

２．雇用・就労 

３．海外人材 

４．ネットワーク産業（情報・通信、エネルギー） 

５．競争政策、基準認証、法務、資格 

６．規制の基本ルール（分野横断的見直し） 

 

Ⅴ．官業改革による国の歳出・資産削減 

―独立行政法人抜本見直しを中心に 
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個別分野の検討事項例 
 

Ⅰ．安心と豊かさの実現 
 

１．社会保障一体改革 

① 医療 

【問題意識】 

 医療サービスの効率化と質の向上の両立を実現すべく、医療分野でのイノベーションの

促進と患者の選択肢の拡大、国民ニーズに応えるための提供体制の見直し、医療サービス

を巡る医療機関の競争の促進が必要である。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －医療職種の供給体制の再検討、質の高い医療が評価される診療報酬体系の検討、質を

評価するための情報公開の促進、先端医療技術・新薬の開発等を促進する施策につい

ての検討 等 

 

② 福祉、保育、介護 

【問題意識】 

 保育分野では、利用者の多様なニーズに応えられる柔軟なサービス提供体制を実現する

必要がある。また、介護保険制度では、担い手となる事業者や人材の意欲を高めながら、

利用者満足度の向上に向けた様々な努力を促す仕組みが必要である。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －保育所との直接契約や利用者への直接補助の検討、「認定こども園」制度の検証、要介

護度改善を促す仕組みの検討、介護サービスの内容に関する情報提供に関する検討、

介護職の人材不足への対応 等 

 

２．教育･研究 

【問題意識】 

初等中等教育については、教育の提供主体が切磋琢磨できる仕組みの構築や教育現場に

十分な責任と権限を与える改革を通じて、受益者である学習者本位の教育システムを実現

する必要がある。また、高等教育について受益者本位の環境整備を通じた質の向上を図る

とともに、研究についても研究者の実力や研究成果に応じた効率的・効果的な配分を実現
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するための審査・評価体制の確立を通じて質の向上を図る必要がある。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －学習者本位の学校評価の確立、教育バウチャー構想の実現、教育財政面に着目した大

学・大学院の改革の在り方の検討、競争的研究資金制度の改善 等 

 

３．住宅・土地 

【問題意識】 

安全・安心な住環境や街づくり、活力に満ちた経済効率性の高い都市の創造、土地の有

効利用を促すための仕組みの実現を図る必要がある。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －老朽化マンションの建替え促進に向けた諸課題への対応、住宅・建築物の自主的な耐

震化を促すための制度整備、用途地域内の建築物の用途制限の見直し、競売の民間開

放 等 

 

４．生活･環境 

【問題意識】 

環境への負荷が少ない循環型社会の実現に向け、未利用資源の取扱に係る制約をできる

限り取り除き、資源の再利用、リサイクル、廃棄物の処理のスムーズな流れが実現するた

めの仕組を整備する必要がある。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －廃棄物・リサイクル関連規制の見直し 等 
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Ⅱ．地方の活力・地域生活の向上 
 

１．農林水産業の再生 

【問題意識】 

 意欲と能力のある農業経営者が創意工夫を発揮し、活発なイノベーションの創造と新た

なビジネスモデルの出現が促されることによって、地域経済の活力が高まるような仕組み

を整備する必要がある。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

－農業生産法人の諸要件の見直し、農地の所有と利用の分離、農地の有効利用と農業経

営の再生 等 

 

２．地域振興（無用・過剰規制の排除） 

【問題意識】 

 地域発の創意工夫や新たな挑戦を促し、地方の活力を向上させるため、地域独自の取組

みを阻害する制度の改善や、個別具体的な要望・ニーズに基づく規制の見直しを実現する

必要がある。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －地域の特性を活かした酒類の製造・販売に係る自由度の向上、町屋や古民家を活用し

た宿泊施設構想の実現、国庫補助金による施設の用途変更等に対する規制の要件緩和、

指定管理者制度の更なる見直し 等 
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Ⅲ．国際競争力強化による成長加速 
 

１．貿易・運輸改革 

―アジアゲートウェイ構想の更なる推進等 

①貿易関連諸制度の抜本改革 

【問題意識】 

 国際水準のセキュリティを確保した上でアジアトップレベルの物流スピードを実現させ

るため、貿易関連制度の改革を行う。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －輸出入リードタイムの短縮に向けた通関諸制度の抜本的見直し  等 

 

②航空・海運等運輸部門 

【問題意識】 

 我が国がアジアのゲートウェイとしての機能を担うべく、多様で自由度の高い航空ネッ

トワークを実現するなど、運輸部門の制度の改革を図る。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －航空分野における自由化に向けた取組の加速、競争力強化に資する施策の検討 等 

 

２．金融改革 

【問題意識】 

 我が国の金融市場の国際競争力を高め、成長企業に資金が円滑に流れる金融の仕組みを

構築すると同時に、人口の高齢化、グローバル化などの環境変化を踏まえた利用者ニーズ

の変化に合ったサービスを提供できる方向で、金融分野の規制を見直す必要がある。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －金融業の業務範囲規制の見直し、金融商品取引法のフォローと改善、個別金融分野の

規制改革の推進 等 
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Ⅳ．機会均等の実現 
 

１．労働 

【問題意識】 

 当事者の意思を基本とした、誰にとっても自由で開かれた労働市場とすることにより、

労働需要の創出、労働者の保護及び企業活動の活性化が実現されるべきである。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －派遣労働にかかる規制の見直し 等 

 

２．雇用・就労 

【問題意識】 

 我が国の活力維持、持続的な経済成長に向けて、適材適所の雇用や就労機会の拡大の実

現を阻害している規制を取り除き、多くの人が希望を持って再チャレンジできる社会に向

けた環境整備を行う必要がある。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －業務独占資格取得に関する学歴要件等の見直し、国家公務員の採用年齢等の見直し 等 

 

３．海外人材 

【問題意識】 

 我が国における海外人材の受入について、生活基盤の確立・支援の視点も織り込んださ

らなる円滑化を図る。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －在留外国人の入国後におけるチェック体制の在り方、外国人研修・技能実習制度の見

直し  等 

 

４．ネットワーク産業（情報・通信、エネルギー） 

【問題意識】 

 情報・通信分野、エネルギー分野等について、利用者利便の向上や競争環境の整備によ

る事業活動の効率化・活性化を図る必要がある。 
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【検討の方向性・具体的施策】 

 －通信・放送分野のさらなる改革の推進に向けた検討、信書便と郵便の在り方について

検討、エネルギー市場（電力・ガス）の制度改革について検討 等 

 

５．競争政策、基準認証、法務、資格 

【問題意識】 

 国民生活の利便性を向上させるために、業務独占資格に係る競争の活性化を図り、国民

が多様な業務サービスの選択・享受ができるような社会を実現していくことが重要である。

また、効率的な経済社会の形成のため、競争が有効に機能するような枠組みの設計が必要

である。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －資格者の質の向上に向けた取組の推進、新司法試験制度の今後の方向性の検討、競争

が有効に機能するような競争政策の在り方の検討 等 

 

６．規制の基本ルール（分野横断的見直し） 

【問題意識】 

規制改革を一層進展させるため、規制そのものの性質・制定形式等に着目して、一定基

準に基づいた見直しを分野横断的に推進していくことが必要である。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －見直し基準に基づく規制の見直しの推進 等 
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Ⅴ．官業改革による国の歳出・資産削減 
 

独立行政法人等の抜本的見直し 

【問題意識】 

 官の効率性を高め、我が国経済の活性化と国民生活の質の向上を図るためには、「民間で

できるものは官は行わない」等の原則に基づく官業改革、特に独立行政法人の抜本的見直

しが必要である。 

 

【検討の方向性・具体的施策】 

 －独立行政法人等の業務の廃止・縮小、民間開放、既往の官業改革のフォローアップ 


